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山口・アポロガス

1

●分計メーターで新料金メニューの作成

　2011 年度に行った「暖房新料金メ

ニュー」の作成と適用は、エコジョーズ

の普及や遠隔地自動検針などを目的に分

計機能内蔵メーターを設置し、「大容量給

湯」需要と「ファンヒーター」需要に対応

する新料金メニューを作成しました。テ

スト導入の段階では、目視で検針し指針

値入力しましたが、十分自動検針ができ

ることがわかりました。

　この取り組みについて、塔野仁常務は

「分計メーターで個別燃焼機器の使用量

も分かれば需要促進型料金メニューの作

成が可能になります。ファンヒーター利

用、給湯による消費量の多い世帯に対応

する割安なメニューをつくりお客様サー

ビスと今後の新型ガス機器の普及・ガス

増販につなげていきたい」と考えました。

新料金と併せ集中監視も 984 件で実施し、

従来担当者 2名が 9日間かかっていた業

需要促進料金・バルク・ガス切替策に活用需要促進料金・バルク・ガス切替策に活用
山口・アポロガス株式会社

本社／宇部市　塔野仁三朗社長

　山口・アポロガスは、LP ガス（家庭業務用小売、オートガス）

を主体に電気「アポロでんき」、宅配水、各種住宅設備・リフォー

ムなど多角的な商材を手掛けています（LP ガス消費者戸数約

9,000 件）。集中監視システムによる取り組みはこれまで、需要

促進型料金メニューの開発、ガス切れの生じないバルク供給シ

ステム、LP ガス使用量など消費者がいつでも確認できるサービ

スなどをテーマに構造改善補助事業を活用してきました。　　話し手／塔野仁常務

山口市
山口県山口県

宇部市
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山口・アポロガス

務が軽減されました。

　13 年度事業で実施

した「バルク残量監視」

はガス切れ防止を目的

とした取り組みです。

バルク供給を行う約

500 拠点の集合住宅、飲食店などの業務

用施設では、安全供給が重要課題となっ

ていました。そこで採用に踏み切ったの

がバルク用の集中監視システムの導入で

す。塔野常務は「ハウスメーカーからの

依頼も多く、元売事業者の指導によりバ

ルク供給を積極的に行っていった結果、

ガス切れ対策が急務となりました。導入

によりガス切れ予測が正確にできること

が分かり、配送担当者の心理的負担（い

つガス切れが起こるかといった不安）が

大幅に軽減できました」といいます。ま

た、配送の効率化によりバルクローリー

1台当りの配送件数が増加することも実

証できました。

●ガス使用量の見える化サービス

　18年度の「集中監視+見える化」を目的

とする事業は毎日検針できるLTE通信の端

末ができたことで消費者向けサービスと

してガス使用量の見える化を進めました。

　ガス小売事業の自由化で、電力会社が

設置促進するスマートメーター（20 年代

前半に全戸設置予定）による見える化サー

ビスに対抗できると考えたそうです。

　塔野常務は「アパート住民 1,000 戸を

対象に実施し、情報提供を行いました。

お客様自身がQR コードとパスワードを

2

塔野仁常務
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使って月使用量等を知ることができま

す。また、専用ページからは分計メーター

利用による“お

得な暖房料金”

なども確認でき

るようにしまし

た。自らエネル

ギー利用に関心

を持って頂き、

節約の仕方、便利で快適な生活のために

必要なガス機器などを理解することがお

客様のためでもあり、当社との信頼関係

もさらに強まると考えました」と言います。

●課題と今後の取り組み

　以上の取り組みには明確な目的があ

り、その実証でも満足する結果を得まし

た。一方、今後の課題としては、請求書

のペーパーレス化が残されていました。

電子データ利用による見える化は、次の

段階でWEB 請求書の発行へと移行する

と言います。今後は①定期調査・点検な

ど保安業務の案内と許諾連絡の Eメール

などの利用②新商品・サービスの案内の

電子化―などを検討していくそうです。

山口・アポロガス

3

本　社：山口県宇部市南浜町 1-2-27

代表取締役社長：塔野仁三朗

設立：1986 年 1月

事業内容：LPガス販売、空調機器等設備工事
販売、オートスタンド、自動車販売・修理・
車検、カー用品販売、家電販売、装飾品・家
庭用品販売、損害保険代理店業等

会社概要
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サーンガス共和

1

●2 回の補助事業でシルバー認定取得、

65％まで普及拡大

　2011 年第 1 回の補助事業は遠隔地か

つ検針業務の負担の大きい集合住宅を中

心に計 1,200 件を対象とし、集中監視シ

ステムの拡充を図りました。更に段階的

に普及率を向上、18年 8 月には第二号認

定 LP ガス販売事業者となっています。

　2回目の補助事業は18 年でした。シル

バー認定を受けたことで、さらにゴール

ド認定を目指すべく件数拡大と遠隔地の

集合住宅への優先的

設置によリ検針業務

の軽減を図リました。

対象件数は 1,000 件

で、全顧客に対する

普及率は 65 ％にま

で拡大しました。そ

の結果、検針業務を

減らす一方、顧客と

の大事な初回接点と

なる入居点検を「入

口戦略」と位置づけ、

行政が推奨する「料金透明化」へ重点的に

取り組みました。具体的には、社内で議

論を重ね完成した自社製 14 条書面を使

用し、お客様へのより適切な情報提供と

アカウンタビリティー（説明責任）の向上に

努めました。特に丁寧な説明が求められ

る項目を「重要事項」と定め、書面と話法

を駆使し、課題とされるガス料金の構成

や設備利用料を、 “見える化”しました。

お客様のガス料金に対する不信感の払拭

と正しい理解のもと、ガスを安心してご

合理化と対面の業務仕分けが鍵に合理化と対面の業務仕分けが鍵に
サーンガス共和株式会社

本社／倉敷市　松尾勝也社長

　2005 年 4 月、大手事業者の子会社と合併し新体制となった

サーンガス共和に 08 年 6 月、先代社長の子息である松尾勝也

氏が大手生命保険会社を退職し現職に就任。従来からコスト削

減と業務合理化を目的に実施していた集中監視システムの拡大

に努め、 2 回の補助事業を通じ新たな事業モデル構築へと取リ

組んできました。　　　　　　　　　　話し手／松尾勝也社長、櫻井博規総務課課長

倉敷市

岡山県

岡山市
●

◉
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サーンガス共和

2

利用いただけるよう取り組んでいます。

単に業務量を減らすだけではなく、業務

の品質を高めることが肝要と考えます。

 　これらについて櫻井博規総務課長は

「検針数だけではなく、

検針エリア自体が減った

ことが大きかったと思 い

ます。また、集合住宅オー

ナー、不動産管理会社に

対し、集中監視システムの安全性などの

メリットを PR でき、信頼関係も醸成で

きました。その後、ホームページでも今

後の普及率アップに向け、消費者向けの 

PR も 行っています。引き続き積極的に

取リ組んでいきます」と意欲的です。

●補助事業のメリット・デメリット

　〈メリット〉

①料金透明化が進められた

　②集合住宅オーナーなどの集中監視への

　理解増進と関係強化（速やかな端末器

　設置工事の実施）

③検針業務軽減による重点業務への傾注

　④シルバー認定取得

　⑤第 2回終了後、普及率 65％にアップ

　〈デメリット〉

①端末器設置のための総コストが予想以

　上にかかった

●今後の課題と取り組み

　将来における経営ビジョンを考える

時、「集中監視の役割は大きい」と期待す

る松尾勝也社長は「LP ガス事業は人手を

頼りとする労働集約型産業です。既知の

事実ですが国内マーケットでは、20 世紀

に見られた“人口増加”を前提とするビジ

ネスモデルや成功体験がそのまま通用す

るかと言えば、やはり無理があります。

21 世紀は“人口減少”の時代。その時代の

すう勢を読み、営業圏の人口動態や労働

人口、年齢別世帯数等を想定し、社内・

社外に打つべく手を考えています」。「今

後、従来とは業務の質も量も明らかに異

なってきます。これを担う貴重な労働資

源をどこに活かすのかが大切。時代に

合った働き方や、人手不足、スタッフの

高齢化などを勘案すると、新たなテクノ

ロジーを活かした機械化や自動化できる

業務と、人にしかできない、あるいは人

だからこそ本領を発揮する業務とを適切

に仕分けすることがますます求められる

と思います」。

　 LP ガス事業における機械化と人手の

仕分けについて「例えば、現在ガス料金

の支払いは、集金をほとんど行っていま

せん。当初、社内では反対の声もありま

したが、お客様のご都合に合わせ、お客

様のもとへ伺い、確実な集金を行うまで

の一連の手間を考慮すると、現金払いに

は所定の手数料を頂くことが妥当と考

え、苦渋の決断ではありましたが、全件

お客様のもとへ赴き、お客様へのご理解

ご協力に努めました。おかげさまで自動

櫻井博規課長
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振替やクレジット払いへのスムーズな移

行が進みました」。「目指すべきは業務品

質の向上。集中監視システムには今後、

請求書の発行、配送のさらなる効率化な

どが期待できます。今後も新たなテクノ

ロジーの採用には積極的に取り組んでい

きます。併せて、保安業務やお客様との

接点業務などは人手を介してこそ一層の

安心・安全が生まれます。その担い手づ

くりは永遠の課題です。 スタッフが“安心

して働ける会社” 、 “人を大事にする会社”

として働きやすい職場づくりにも並行し

て取り組んでいます」とし、今後の集中

監視や新技術利用の方向性を語っていま

す。これら合理化を通じた業務品質の向

上を図る一方で、サービスの拡充にも注

力しています。

　「集合住宅オーナーなどとは集中監視

システムを介して良好な関係を築いてき

ましたが、戸建住宅のお客様にはエネ

ファームの導入を勧めています。エネ

ファームの普及には同業他社の中でも先

行して取り組んできました。発電・発熱

を兼ねた先進性や、床暖房などの他にな

い快適性はお客様の満足度を高め、ガス

を長期的・永続的にご利用頂くことにつ

ながっていくもの

と確信していま

す」。同社の提案

活動は現在「新長

期安心サポートプ

ラン『サブスクリプション』（定額制）」と

いうメニューで展開しています。「ポイン

トは“イニシャルコストとランニングコ

ストを別々に論じるのではなく、生涯に

おけるイニシャルコスト（更新や交換時

コスト含む）とランニングコスト（月々の

ガス料金）を合算したトータルコスト”の

視点です。

　導入時、 12 年後、 24 年後のイニシャル

コストに相当する設備利用料を定額払い

できるシステムです。また、ガス料金は

特別価格で光熱費が軽減され、使用量が

多い程、発電も多くなり、トータルコス

トが割安になります。一般的に機械は半

永久的とは言えず、交換・故障リスクが

内在します。設備交換時の負担を軽減し、

家計全体で見た場合の経済性や、何より

安心して設備をご利用いただけることは

魅力十分と考えます」とのことです。

　今後の集中監視の活動について「自動

検針以上の期待もあリます。 LPWA 利用

によリ 100% に挑んでいくつもリです」

と松尾社長は抱負を語りました。

本　社：岡山県倉敷市西阿町新田 633-1

代表取締役社長：松尾勝也

創業：1967 年 3月

事業内容：LPガス卸売・小売業、機器・住宅
　　　　　設備販売、設計・施工、オートガス、
　　　　　エネファーム販売、GHP・EHP 販
　　　　　売等

サーンガス共和

会社概要

3− 6−



　兵庫県で最も高齢化率の高い佐用町（2019 年 2 月 1 日時点、

41.5％）で LP ガスと上下水道を中心に経営する佐用プロパンガ

スは 08 年頃、高齢者世帯の保安確保、ガス切れ防止策などへ

の対応から集中監視システムの普及に着手しました。補助事業

の活用は、さらなる業務合理化、ガス使用見守りサービスの導

入などが目的だったそうです。

　　　　　　　　　　　　話し手／井上満晴社長、竹元優貴・液化石油ガス業務主任

佐用プロパンガス

1

●2回目に「見守りサービス」に着手、普

及率は 70％以上に

　第 1回目の補助事業（2014 年度）では、

マイコンメーターの継続使用時間オー

バーなどによる遮断が特に高齢者世帯で

多いことから、保安情報取得を主な目的

に普及拡大させました。第 2回目の補助

事業（18 年度）では、高齢者世帯の安全を

子供へ通報する「安否確認サービス」を導

入し、PRを開始し普及を加速させました。

その結果、全顧客に対

する集中監視サービス

率は、当初 21.9％が

第 1 回事業終了後に

は 50.0％ に、第 2 回

目事業終了後には

70.0％へと拡大しました。

　また、技術的な改善点として、第 1回

目の事業では FOMAによる親機で一括カ

バーする無線端末方式では遠方の戸建住

宅等のフォローができなかったため、2

集中監視でオール電化・過疎化対策集中監視でオール電化・過疎化対策
佐用プロパンガス株式会社

本社／兵庫県佐用町　井上満晴社長

神戸市

兵庫県
佐用町●

井上満晴社長

◉
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佐用プロパンガス

2

回目には戸建用 NCU 端末の設置にも新

たに取り組みました。

●オール電化への転向阻止に見守りサー

ビス導入

　もともと保安の高度化やガス切れ防止

のため、リアルタイムに情報が把握でき

る集中監視システムの導入を決めた同社

でしたが、09 年の佐用川氾濫をきっかけ

にガス利用の不安が広がり、オール電化

へ変更する家庭も増えてきたことで「電

気にはない魅力的な安全安心サービス

（見守りサービス）を提供しようと思っ

た」ことが、補助事業活用へと井上満晴

社長を導いたようです。

●配送効率化、保安情報管理、サービス

の訴求

　事業実施に当たり、併せて次のような

取り組みも行っています。「配送効率化」

に対してはシリンダー内のガス残量情報

を担当者の携帯電話に転送することで即

時対応できる体制を整えました。同時に、

その他各種情報を受信した際のメーター

指針値を配送管理システムに自動的に反

映するようソフトを改善し、データの管

理性能を向上させました。

　「保安情報」については、電話や現地訪

問時の対応に活かせるよう、システム上

の用語の簡易化などシステム会社の協力

を得て改善。第 1回目事業では勉強会も

行っています。

●社内体制（主に施工体制）

　①自前での施工体制の確立：2回の補

助事業を通じ、全て自社で施工した理由

はコスト抑制と工事ノウハウ獲得を重視

しました

　②施工人員と対応時間：他の業務との

兼務でスケジュール調整しました（調整

などで困難な面もあったそうです）

　③広域受発信が可能な親機の設置場所

の選定：公の施設が望ましいと考え、区

役所、病院、消防署へ事前説明し、円滑

な施工計画を立てました

●業務改善効果とメリット・デメリット

　〈メリット〉

　①保安情報（警報）の即時把握により、

緊急時対応が迅速化できました

　②見守りサービスなども含め「ガスの

安全性」が PRできました

　③残量監視（警報）による優先指示を配

送予測に自動的に反映できるようにした

ことで、ガス切れはゼロになりました
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　〈その他メリット〉

　①保安高度化、配送管理、自動検針の

メリットは期待した通り。業務の効率化

など当初の目的の達成に十分満足してい

ます

　②オール電化が進む中でも、集中監視

システムの PR を通じ LP ガスの安全性に

ついての理解が増進したと思います

　〈デメリット〉

　①（2 回目事業で活用した）戸建向け

NCUの設置は施工のアポ取り、多様な電

話回線への接続工事の手間、親機と子機

の電波不良などで施工が進めにくいこと

が課題となりました

　②見守りサービスへの加入が予想以上

に進まなかったこと：遠隔地の家族への

加入説明などが必要だと感じました

●課題と今後の取り組み

　集中監視システムの事業者にとっての

有用性、消費者の利便性向上など多様な

利点が十分証明できたことで普及率

100％を目指します。「戸建設置を進める

中で、次世代型 NCU への研究・対応も

必要と考えるようになりました。施工も

遠方になるため課題もありますが、LP ガ

ス事業の維持には欠かせない取り組みと

なっています。地震など災害対応として

の供給機器の安全性向上（ガス放出防止

型高圧ホース、チェーン二重掛けなど）、

宅配水による生活サービスの多様化など

にも取り組み、お客様との絆を強くしよ

うと思っています」と井上社長は話して

います。オール電化対策や過疎化対策が

さらに重要課題となる中、集中監視は必

須条件となりました。また、地域の LP

ガス販売店とは共同で展示会を開くなど

地域業界としてのアピールにも余念があ

りません。

本　社：兵庫県佐用郡佐用町佐用 78-1

代表取締役社長：井上満晴

設立：1968 年 7月

事業内容：LPガス販売、ガス機器・住宅設備
　　　　　機器販売、冷暖房空調設備設計・
　　　　　施工、衛生設備工事、水道工事設
　　　　　計・施工、土木工事、各種配管工
　　　　　事、宅配水販売等

佐用プロパンガス

会社概要
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香西純夫部長

　浅野産業の集中監視システムへの取り組みは、会社方針とし

て 30 年以上前から進められました。利用回線が、ISDN、

ADSL、光通信へと変化するなか、コストアップ要因にも対応し、

さらに無線方式への移行も図ってきました。顧客との接点をよ

り強固とするための業務の合理化が目的でした。集中監視普及

率は 71.5％とゴールド認定をクリアするレベルです。「無線通信

精度の向上」「市街地などでの電波障害による未設置宅への対応」「メーター情報を収

集する親機の設置と高額な負担増」などの課題もありますが、「100％達成」を目指し、

今回の補助事業で集中監視サービスの基盤強化と見える化に取り組みました。

　　　　　　話し手／香西純夫業務管理部部長、信江昌彦総合サービスセンター課長

浅野産業

1

●集中監視の一層の普及に向けて

　集中監視システム導入のいわば“老舗”

である浅野産業が今回、構造改善事業と

して取り組んだテーマはまず、集中監視

端末の未設置先約 30％の全戸自動検針化

に向けた着実な進展でした。様々な通信

方法を採用し普及率を維持してきました

が、特定エリアに 1件でも端末未設置先

や通信困難先があれば「結局その地域に

人を出向かせることとなる」ため、「一定

エリアでの自動検針率は 100％でないと

意味がない」といいます。そのような状

況下、固定電話を持たない顧客が増加す

るなかで登場した無

線通信方式では、個

別メーターからの情

報を集積し送信する

親機が必要となって

いましたが、市街地

では、近隣でも情報通信が阻害され、不

具合が起きるケースがあり、改めて別の

親機を設置する必要も出ています。高齢

化世帯では、使用時間オーバーなどで遮

断した場合は、復帰操作ができないこと

もあり、普及を優先的に行うため、確実

な通信に重きを置きました。今回の取り

組みのもう一つの目的には「ガス仕様状

況の見える化」がありました。「お客様に

は当社の信頼関係をより認識してもらえ

る取り組みとしてガス使用量をグラフに

表し、変化する状況も一目で分かるよう

にしました」といいます。

お客様との絆のため集中監視100％へお客様との絆のため集中監視100％へ
浅野産業株式会社

本社／岡山市　浅野益弘社長

岡山県

岡山市

●
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浅野産業

2

●課題解決への改善ポイントと対応方法

　集合住宅などの適切な端末設置場所を

探すため、従来設置していた（既設）親機

の周辺で電波試験を行いました。さらに

営業所から遠方で未設置先の集合住宅で

は、顧客とオーナーなどに説明し、親機

などの設置準備を進めていました。一方、

社内では（事前の集中監視センターの）総

合サービスセンター担当者の信江昌彦課

長が中心となり、各営業所の営業員が「端

末機設置候補の選定」「現場確認」「顧客、

オーナー・管理会社への説明」を行いま

した。

　同センターでは、設置場所の選定につ

いて営業員と打ち合わせ、必要に応じて

①電波試験②現地調査と台帳作成③自社

センターシステムと利用する専門の監視

センターへの新規登録④工事業者への発

注⑤完了確認⑥報告書作成―など一連の

必要業務をスケジュール化し実行に移し

ました。

●業務改善の効果・メリットとデメリット

　今回の事業推進による業務改善効果に

ついて、次の点を挙げています。

　①WEB を活用した LP ガスの見える化

サービスにより、お客様からの信頼が向

上し、LP ガスや業界のイメージアップに

つながった②1,000 世帯の設置計画を全

てクリアしたことで全集中監視化率は

76.0％と 4.5 　を上乗せした③さらなる

保安の高度化などを進めることができた

　〈メリット〉

　①1,000 件の検針業務を減らすことで

全社では 1ヵ月当り数 10 時間の時間が

削減できた

　②見える化によりお客様のガス利用方

法などの理解が進んだ

ポイ
ント
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浅野産業

3

　③料金不払い時対応など遠隔開閉栓が

できるようになった

　〈デメリット〉

　①端末器の設置変更などのメンテナン

スが必要となる場所があった

　②毎日検針による通信費の上昇

●今後の対応策と期待

　様々な通信技術のサービスが打ち切り

となる中、「100％を目指す上でも LPWA

などの活用も進めなければなりません。

事業環境は共働き世帯も増加し、在・不

在などのお客様情報が取得し難くなって

います。Face to face の機会を 1 回でも

多く見出すためには業務の合理化は常に

進めます。様々なお客様情報の取得のた

め、自動検針などがこれまで以上に不可

欠となっています。同様に配送業務の人

手不足対策の一つとして検針情報等をよ

り有効に活用した物流合理化を進めてい

きたいと思います」と香西純夫業務管理

部長は抱負を話しています。

本　社：岡山県岡山市北区南中央町 12-16

代表取締役社長：浅野益弘

創業：1868 年

設立：1959 年

事業内容：LPガス・簡易ガス・燃料電池・太
　　　　　陽光発電システム、オートガス販
　　　　　売、石油製品販売、SS、容器検査、
　　　　　住宅設備機器販売・施工、リフォー
　　　　　ム設計・施工・資金計画相談、設
　　　　　備工事、GHP・EHP 等設計施工、
　　　　　食用キノコ栽培・品種開発・販売、
　　　　　薬用キノコ研究開発、加工食品・
　　　　　健康食品・ダイエット食品開発、
　　　　　宝飾販売、損害保険代理業務、不
　　　　　動産賃貸・売買仲介等

会社概要

ショールーム
「ピースナッツ」
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●配送効率、自動検針、保安監視

　構造改善事業には3回取り組みました。

2009 年度「集中監視システム（バルク残

量）」、13 年度「集中監視システム」、18

年度「集中監視システム＋見える化」で

す。千葉弘一専務が事業推進の中心にな

り、佐々木新一社長の決裁を仰ぎながら

進めました。

●集中監視（バルク残量）で効率配送

　09 年度に取り組んだのは「バルク残量

監視システム」。配送の合理化・効率化、

データに基づいた計画配送を進めるため

です。バルク供給は系列店を含めて約

280 地点ありましたが、対象は自社分の

89 地点。バルク残量監視システムから得

られるデータ（毎朝）を利用しガス切れを

予測します。従来はバルク配送担当者が

ガス切れが生じないように配送予測を

行ってきました。このシステムの導入に

より、ガス切れ防止や効率的な配送充填

が可能となり、「担当者のストレス軽減に

もつながりました」。

●未検針世帯を解消

　13 年度はバルク残量監視システムでは

なく、PHS 型と省電力無線を利用した顧

客の電話回線に依存しない「集中監視シ

ステム」に取り組みました。検針の効率

化や保安体制の強化が狙いです。集合住

宅 1,513 世帯に設置しました。集合住宅

を対象にしたのは、顧客の固定電話離れ

による未検針世帯が増加し、合理的で効

率的な検針方法を検討した結果です。「検

お客様を見守り愛される企業にお客様を見守り愛される企業に
白ゆり商事株式会社 名取営業本部
本社／仙台市　佐々木新一社長

白ゆり商事

1

　白ゆり商事は、お客様の生活を様々な角度から見守るため、

LPガスのほか、灯油、住設機器、リフォーム、上下水道配管工事、

都市ガス配管工事、電気の小売販売など多角的に事業を展開し

ています。エルピーガス振興センターの「石油ガス流通構造改

善推進事業費補助金」にはこれまで3回交付を受け、配送効率化、

自動検針、保安監視などに取り組んできました。2019 年 6 月

からは「集中監視システム全戸設置運動」を展開。すでに LPWAの実証実験を開始す

るなど “ 通信新時代の到来 ”にも備えています。　

　　　　　　　　　　話し手／千葉弘一専務、菅野慶一常務、松浦直人総務兼保安部部長

宮城県宮城県

仙台市
●

名取市

◉
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針員の人件費も削減でき、設置先顧客か

らも『うっかりミスや消し忘れが防止で

きた』」とお礼のお言葉をいただきまし

た。検針の合理化、人件費の抑制などを

可能とし大きな効果につながりました。

集中監視設置率も申請時の 57％から 11

　上昇し 68％になりました。

●「集中監視システム＋見える化」

　18年度はLPガス供給先221件にイン

ターネットを利用したクラウドサービス

による見える化を行いました。対象は新

設の集合住宅が中心です。遠隔監視、料

金の透明化、業務の自動化（使用量、請求

額の明示）などで、他社との差別化を狙い

ました。その結果、「LP ガスの使用状況を

常にお客様に提供することができ、信頼

性の向上につながりました」。

　お客様はスマートフォンやタブレットで

LP ガス使用量のグラフ表示や目安料金が

確認でき、異常発生時には外出先からガ

スを止めることもできるため好評です。

　白ゆり商事では、料金の透明化を図る

上でも集中監視システムを使用した「見

える化」は、単に検針・保安だけの集中

監視設置ではなく、顧客が自分のスマー

トフォンを通してガスの使用量がわか

り、LP ガスのイメージ向上に寄与できる

ツールになると考えています。

　設立は 1962 年 5 月。仙台市、名取市、

岩沼市などに強固な事業基盤を持ち、エ

ネルギー供給を通してお客様の暮らしを

支えています。

白ゆり商事

2

ポイ
ント
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●暮らしを支える名取営業本部

　管理・経理機能を持つ本社は仙台市。

事業の中枢である営業本部は名取市に構

えています。組織は営業、配送、工事、保安、

充填、事務、総務の7部制。17年には社屋、

充填基地などをリニューアルし大規模な

施設に生まれ変わりました。

　旗艦センターともなる社屋は組織の意

思疎通や社員間のコミュニケーション強

化につなげています。東日本大震災の経

験を生かし、非常用発電機 9.9kVA、バル

ク貯槽 500 ㎏、GHP25 馬力などを導入

しました。事業を継続し地域のライフラ

インを守るためです。

●各種イベントで触れ合い強化

　名取営業本部の敷地面積は 10,056 ㎡

と広大。震災時の教訓や周辺の景観を損

なわないよう障壁は白いフェンスが中

心。製造設備は従来の LP ガス 20t 1 基か

ら 30t 1 基に増強し、プラットフォーム

も 1.5 倍に拡大しました。販売店から配

送受託も多く抱えています。48 ㎘ 2 基

の灯油基地も備え、大型 LP ガスタンク

ローリー 1台と LP ガスバルクローリー

車３台を装備しています。

　地域との触れ合いも忘れません。例え

ば 4月は「東北どてらい市」に出展し、住

宅設備機器や取り扱い商品をアピール。

5 月と 10 月は取引先のメーカーショー

ルームでリフォームフェアを独自に開

き、快適生活を提案しています。また、

11 月には家電量販店主催の「家電フェア」

にも出展する予定です。

　当社は初期段階
から集中監視シス
テムを導入し、検
針・保安・残量管
理などに活用して
います。現在の普
及率は68％。この
地域は集合住宅が多く、防犯対策を
強化した物件も増加しています。ス
マートフォンなどの普及もあり固定電
話回線からの脱却も必要です。当社
はこうした検針先を優先し集中監視
システムを設置。計画的に投資し 5
年以内には全顧客に普及させ、24 時
間の安全・安心体制を確立します。
　次代に備えて低消費電力・遠距離
通信の LPWAの実証試験も開始しま
した。低コスト化を図ることでさら
に普及すると思います。

本　社：仙台市青葉区本町三丁目 5番 3号

営業本部：名取市増田九丁目 2番 2号

白沢灯油基地：仙台市青葉区上愛子字大道33

代表取締役社長：佐々木新一

設立：1962 年 5月

事業内容：LPガス販売、灯油販売、住宅設備
　　　　　機器販売、上下水道工事、LPガス・
　　　　　都市ガス工事、リフォーム、電気・
　　　　　水の販売等

白ゆり商事

3

会社概要

千葉弘一専務

5年以内に全戸普及
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冨永商店

1

●新築集合住宅で「見える化サービス」検証

　集中監視システム開始当初から、その

目的は集合住宅の自動検針化が主体でし

たが、最初に構造改善事業を申請した

2017 年度も本社事務所近隣への大学の

移転とともにマンション建設が決まった

ことが発端でした。居住者への LP ガス

見える化システム導入によりガス料金の

透明化を図りました。集合住宅のオー

ナーに対し他社には無い提案をするこ

と、また自社としても

このサービスの有効性

を検証することに重点

を置いています。対象

顧客設置先 292 件中

102 件には国際標準化

規格Uバス対応メーターを設置し、顧客

満足度向上のためガス使用状況、ガス料

金が常時確認できるよう LP ガス版

HEMS を導入しました。きっかけはシス

見える化と機器拡販に効果見える化と機器拡販に効果
株式会社冨永商店

本社／福岡市　冨永俊代表取締役

波多江宏信氏

　冨永商店の集中監視システムは導入から約 20 年が経過しま

した。認定販売事業への対応と言うよりも集合住宅や遠隔地の

検針業務の合理化に重きを置き、様々な通信方式の変更にも対

応してきました。2017、18 年度の補助事業の活用には見える

化によるサービスの向上、需要開拓加速などを目的とし実施し

ました。今後、旧式の通信サービスが終了するため、将来にお

ける新たな対応策も見据えたプロジェクトとなりました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　話し手／波多江宏信氏（営業部）

福岡県

福岡市

●
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冨永商店

2

テム企画会社に HEMS や器具別計量と個

別積算料金への対応が可能との回答を得

たことでした。後方支援システムとの連

携も上手くいき、このサービスへと前進

しました。見える化サービスについて「お

客様の反応は期待したほどではありませ

んでした。興味本位で使用料のグラフ表

示を少し見たと言う程度で使用率は低い

ものでした。周知活動が不十分だった、

と反省しています」とのことでした。

●大型機器、暖房器具普及に機器別料金

メニュー

　18 年度補助事業では計 223 件を対象

に集中監視化とエコジョーズ（ガス使用

量 20 ㎥ / 月以上）、ファンヒーター（無

料レンタル）設置先に新料金サービスを

適用しました。今回セールス用機器チラ

シを 2種類用意し、拡販活動を展開した

ところ、例年以上の実績を残しました。

また、集中監視システムのさらなる拡充

により保安高度化が進んだことも評価し

ています。

●補助事業への取り組み方

　両事業における社内体制は冨永明社長

（当時）が責任者として担当の中心に波多

江宏信さんを置き、17 年 3 月から検討

の上、申請し、8月に交付決定を受けま

した。17 年度事業では、まず顧客への周

知活動を行い9月には設置工事を開始し、

同年 12 月までには工事を完了し見える

化サービスの実施に移りました。18 年度

事業では構造改善 2次募集への申請に向

け検討を始め、8月交付決定、9月開始、

12 月には工事を完了し新料金サービスを

始めました。

●業務改善効果

　「見える化サービス」や「新料金サービ

ス」の提供はもちろんですが、集中監視

件数の増加により①検針効果が上がり②

事務所からのガス閉開栓ができるように
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なり、「これらから実出動経費を考えると

人件費、車両費、燃料費などのコストな

どは十分低減できました」。

●その他のメリット

　18 年度事業では、新料金サービスによ

りファンヒーターについて①すぐ温まり

臭いが無い②灯油を自宅で管理すること

が不要になったことなどが評価された

●デメリット

　見える化サービスでは顧客の入退居時

に ID・パスワード作成と周知が自動化さ

れていない

●今後の対応・課題など

　集中監視には様々なメリットがありま

すが、今後も顧客ニーズに合わせガス機

器の販売促進やガス販売量の増加につな

げる努力が重要と考え

ます。そこで新たに衣

類乾燥機、床暖房などの拡販に着手しよ

うと計画しています。見える化とともに

新料金サービスをアピールすることで、

その成果は十分期待できます。

　ガス機器の普及拡大はお客様との接点

強化となり、オール電化からの防衛にも

つながるため当地では不可欠な取り組み

だと考えています。

本　社：福岡県福岡市西区大字飯氏 858-3

代表取締役社長：冨永俊

創業：1948 年 6月

設立：1970 年 12 月

事業内容：LPガス販売、水道施設給排水設備
　　　　　工事、太陽光発電事業（4ヵ所、409
　　　　　kW、103 世帯分）、コインランド
　　　　　リー事業「せんたく広場すせんじ」、
　　　　　不動産業

冨永商店

3

会社概要
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